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Ⅰ．はじめに　
　平成18年4月施行された労働審判制度は、個別労働紛争の増加の中で、その機能を十分に
発揮し、多様な多くの事件を迅速に解決してきている。今後制度に対する信頼・期待は益々
高まると予想される。
　制度試行から3年半を経過した今、制度当初の年間申立て件数1,500件を大きく超え、平成
21年はその倍の3,000件を超そうとしており、今後その増加傾向は続くと考えられる。
　動き出した新しい個別労働紛争の司法制度としての労働審判制度は、その目的を達成して
いるのか、他の個別労働紛争解決システムとの関係等その内容を比較するとともに、労働審
判制度を確認、点検し、将来の課題について労働審判員としての立場から検討する。
　
Ⅱ．個別労働紛争解決システムの概要
　労働者と経営者との個別労働紛争は、単に法令や判例を知らなかつたり、双方のコミュニ
ケーション不足による誤解により発生することが多く見られる。その解決方法として様々な
紛争解決システムがあり、個々のこのような労働問題に関連情報を提供したり、相談に乗る
ことにより、紛争を未然に防いだり、自主解決に役立っている。
　このために、各都道府県労働局や労働基準監督署、都市圏の駅周辺民間ビル等に「総合労
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働相談コーナー」が設置され、労働者や経営者のあらゆる労働問題に関し、無料で労働相談
に乗っている。
　総合労働相談
　　①　情報提供やアドバイス
　解雇、雇止め、配置転換、賃金の引下げ等の労働条件の他、募集、採用、いじめ、
男女均等取扱い、セクシャルハラスメント等あらゆる労働問題について、専門の相談
員が、面接あるいは電話で相談を受付けている。
　内容に応じて、関係法令や関連する過去の裁判例である判例等の情報を提供するほ
か、適切な助言を行い、自主解決を促す。
　相談の結果、相談者が、労働局長による助言・指導または紛争調整委員会によるあっ
せんを求める場合には、その説明を行う。
　　②　都道府県労働局長による助言・指導
　民事上の個別労働紛争について、労働局長が問題点を指摘し、必要な助言・指導を
行い、解決の方向を示唆することにより、紛争当事者が自主的に労働紛争解決を促進
する制度である。
　この制度は、法違反の是正を図るための制度ではなく、あくまで当事者同士の話合
い解決を促進するもので、なんら強制するものではない。
　　③　紛争調整委員会によるあっせん
　あっせんとは、公正・中立な第三者としての専門家（弁護士・大学教授・社会保険
労務士等）が、紛争調整委員会を構成し、そのうちから指名された2から3名のあっせ
ん委員が、双方の主張を確かめ、双方から求められた場合には、具体的な斡旋案を提
示するなど、紛争当事者の調整を行い、話合いを促進することにより、紛争解決を
図っている。 
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資料（図1）　個別労働紛争解決システム 
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（出典）　厚生労働省：平成２０年度個別労働紛争解決制度施行状況
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資料（図2）　総合労働相談の受付件数の推移
（出典）　厚生労働省：平成20年度個別労働紛争解決制度施行状況
資料（図3）　2008年度　民事上の個別労働紛争に関する相談の内容
（出典）　労働基準2009.10　個別労働紛争解決促進法に基づく都
道府県労働局の個別労働紛争解決制度の現状　村田毅之
資料（図4）　助言・指導申出件数及びあっせん申請受理件数の推移
（出典）　厚生労働省：平成20年度個別労働紛争解決制度施行状況 
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Ⅲ．労働審判制度誕生　
　従来わが国の労働法制は、労働組合と企業との労働争議つまり集団労働紛争について都道
府県「労働委員会」による争議調整と不当労働行為の救済制度が設けられていたが、個別労
働紛争については、労働基準監督署等による取締りや行政指導によって行われ、それ以外は
民事訴訟手続きにより裁判所において解決することになっていた。
　平成13年10月「個別労働紛争解決促進法」により、個別労働紛争解決のシステムとしてあっ
せんの制度を設けること等によりその実情に即した迅速かつ適正な解決がはかられるように
なった。
　同法は、紛争当事者による紛争の自主解決をすべき努力義務を課し、個別紛争解決の手段
として、国の都道府県労働局約250ヶ所に設けられ、平成21年からは約400ヶ所に増加し、そ
の中での「総合労働相談コーナー」における相談・情報提供、同労働局長による助言・指導
や、新たに設置された「紛争調整委員会」(中立な立場の第3者である学識経験者3名)の斡旋
によって紛争の迅速な解決が図られている。
　その他個別労働紛争の内容によって、労働基準監督署、公共職業安定所、雇用均等室、労
政事務所等、他の機関が扱うことが適当と判断される事案については、それぞれに引き継が
れている。
　他方、地方公共団体では労政主管事務所における相談のほか、地方労働委員会(公益委員・
労働者委員・使用者委員の3者の合議で運営)でもあっせん・調整が行われている。しかし、
助言・指導・あっせんは拘束力がないので、労使いずれかが解決案を拒否すれば紛争は解決
しない。
　そこで個別労働紛争について、事件を審理し、調停の成立による解決の見込みがある場合
は適宜調停を試み、調停がまとまらなければ労働審判の手続きを行う新しい紛争処理制度が
平成18年4月「労働審判法」として、労働紛争の実情に即した迅速、適正かつ実効的な解決
を図る目的で施行された。
Ⅳ．労働審判制度の意義
　近年社会経済情勢の変化に伴い、個々の労働者に対する人事労務管理が激しさを増し、
個々の労働者と使用者との間の紛争である個別労働紛争が急激に増加してきている。
　その処理システムとして国や地方の機関等で相談、助言、あっせんの指導が行われている
が、なかなか解決に至ることは難しいのが現状である。
　一方司法制度つまり権利義務や法律関係の存否、内容について地方裁判所にて最終的な判
断を求める民事訴訟、当事者同士の話合いでの合意によって紛争の解決を図る簡易裁判所の
民事調停等があるが、時間が掛かり、実情に即した解決に至っていない。
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　そこで雇用、労使関係の制度や慣行について専門的知見を導入した個別労働紛争事件を専
門的に適正、迅速に処理するための方策が総合的に検討され、裁判官と労働関係の専門家が
3回以内の期日でトラブル解消にあたる労働審判制度が創設された。
　労働審判制度は紛争の実情に即した適性、迅速かつ実効的な解決を目的として設けられた。
この制度は地方裁判所におけるまったく新しい紛争解決手続き（調停・審判）であり、個別
労働関係民事訴訟の受け皿として多大な効果を上げており、その果たす役割は大変重要であ
る。
Ⅴ．労働審判制度とは
　解雇、賃金不払い、セクハラ、退職金、配転命令、残業代、年休など個別の職場のトラブ
ルを迅速に解決するため、つまり個別労働紛争の解決方法として、今までの労働局の斡旋や
調停では、相手側（会社側）が拒否すれば話し合いが成立しなく、その強制力も認められな
い。つまり両者が合意しない限り解決もできなかった。
　一方解雇無効地位確認や未払い賃金の支払いを求めて地方裁判所に仮処分を申請した場合
でも、そのかかる時間は仮処分だけでも半年はかかり、訴訟となるとその期限はないのが実
情である。
　そこで労働審判では、申立てがあれば相手方は労働審判に出席せねばならず、労働審判は
申立てから、40日以内に第1回が開かれ、審判は原則3回以内で結論が出される。
　話し合いで解決するいわゆる「調停」を探るが、双方の主張が平行線の場合は、裁判官1
人と最高裁から任命された労使の専門家2人でつくる「審判委員会」が訴訟の判決に相当す
る「審判」を下し、2週間以内に異議が出なければ、審判が確定し、裁判の和解と同じ効力
を持つ。異議が出た場合労働審判は失効し、自動的に通常訴訟に移行する制度である。
　労働審判法の手順
1． 申立人は解雇、配置転換や割増賃金、退職金など金銭問題の個別労働問題を地方裁判
所に申立てる。
　　申立ては申立ての趣旨及び理由を記載した書面でなければならない。
2． 相手側は申立書に記載された事実に対する認否及び答弁を理由づける具体的事実を記
載し、第1回期日前に申立人の準備に必要な期間を考慮して、提出期限までに答弁書
を提出する。
3． 裁判官1名（労働審判官）と労働審判員2名（使用者推薦、労働者推薦各1名）計3名で
構成される「労働審判委員会」が公平・中立的な立場で事件の解決を目指す。
4． 審理は原則3回までとし、迅速に終了する。
5． 労働審判委員会は話し合いで解決できる場合は「調停」を行い、調停に至らない場合
は解決案としての「労働審判」を下す。
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6． 審判に異議の申し立てがないときは、裁判上の和解と同一の効力を有する。
7． 審判に不服なら、2週間以内に意義申し立てをすることにより、労働審判はその効力を
失い、そのまま「訴訟」に移行する。
　労働審判の対象にならないと考えられる争い
　①　労働組合が当事者となる争い（集団労使紛争）
　②　公務員の懲戒処分などの争い
　③　セクハラの加害者となった上司や労働者どうしの争い
④　法律上は対象外ではないが、3回で解決できないと予想される複雑なトラブル、たと
えば差別の認定が難しい男女差別、思想差別など適していないと考えられる。
労働審判事件の終局事由（図8）の24条終了について解説
　労働審判によらない労働審判事件の終了について、労働審判法第24条は事案の性質に照
らし、労働審判手続を行うことが紛争の迅速かつ解決のために適当でないと認める時は、
労働審判を終了させることができるとしている。
　つまり争点が多数ありまたは多数の当事者が関与しているなど複雑困難な事件であって、
簡易迅速をめざす労働審判手続において、不適当と判断した場合、むしろ早期に訴訟手続
に移行させることが迅速かつ適正な紛争解決に役立つとした、労働審判手続の例外的な流
れを定めたものである。 
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資料（図5）　労働審判制度の概要
（出典）　首相官邸：労働審判法の概要図
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資料（図6）　労働審判事件の全国の地方裁判所ごとの新受件数
（出典）　名古屋地方裁判所：労働審判員研究会（平成21年11月24日）配布資料
資料（図7）　名古屋地方裁判所の新受件の内訳
ただし、平成21年度の数値は10月までのもので速報値である。
（出典）　名古屋地方裁判所：労働審判員研究会（平成21年11月24日）配布資料 
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資料（図8）　名古屋地方裁判所の既済事件の内訳（終局事由別）
ただし、平成21年度の数値は9月までのもので速報値である。
（出典）　名古屋地方裁判所：労働審判員研究会（平成21年11月24日）配布資料
資料（図9）　名古屋地方裁判所の期日の回数
ただし、いずけも既済事件を対象としたもので、平成21年
の数値は9月までに終局したものについてのものである。
（出典）　名古屋地方裁判所：労働審判員研究会（平成21年11月24日）配布資料
資料（図10）　名古屋地方裁判所の労働審判手続から訴訟手続きへの移行件数
ただし、平成21年の数値は9月までのもので速報値である。
（出典）　名古屋地方裁判所：労働審判員研究会（平成21年11月24日）配布資料
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平成２１年平成２０年平成１９年平成１８年
１７５１１４１１６３０既済件数
３５１１９５うち審判件数
２０.０％９.６％７.８％１６.７％既済件数に占める割合
１９７４４うち異議申立件数
１０.９％６.１％３.４％１３.３％既済件数に占める割合
４１０１うち２４条終了件数
２.３％０.９％０.０％３.３％既済件数に占める割合
２３８４５訴訟移行合計
１３.１％７.０％３.４％１６.７％既済件数に占める割合
Ⅵ．申立人（労働者）と相手側（会社）
　強制力と迅速性を備えた労働審判の成果を上げるには、審議のための準備書面すなわち①
申立人の申立書と②相手方（会社側）の答弁書がどれだけきちんと作成できるかが重要であ
る。
　そのためには代理人なしの本人申立てはきわめて困難な状況にあり、争点や証拠の整理、
法律に基づいた議論が必要であり、代理人としての弁護士に手を借りざるを得ないのが実情
である。そのため最低数十万円の弁護士費用がかかることになる。このように代理人は弁護
士が原則であるが、成功報酬、着手金が高額となることを考え弁護士以外の代理人をどこま
で認めるかが今後の課題である。
　現在弁護士以外の代理人の場合は裁判所の許可が必要であり、将来的には労働審判員OB
や労務担当役員、労働組合関係者が考えられる。
　
Ⅶ．労働審判員
　初年度の平成18年、最初の労働審判員は全国で997名が任命され、名古屋地方裁判所では
44名任命された。
　労働側と企業側が半々で、任期は2年。年齢37才から69才まで、平均59.6才であった。女
性も48名（4.8％）が任命された。
　労働者側は連合から「35歳以上、社会人経験15年、組合役員経験10年」。使用者側は日本
経団連により「企業の人事労務担当の役員や総務法務部長」との基準を決めて選考し、それ
ぞれの推薦者から選ばれた。
　　1．労働審判員の地位
　身分
　労働審判員は非常勤の裁判所職員であり、特別職の国家公務員である。
　そのため、国民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務するとともに、職務の
遂行にあたっては全力を挙げてこれに専念しなければならない。
　経済活動・政治活動
　身分が非常勤とされていることから、経済活動や政治活動については、例外的に制
限は受けない取扱になっている。ただしその地位を利用しての選挙運動等は禁止され
ている。
　また議員等の公職の候補者となった場合、立候補の届け日に、労度審判員を辞した
ことになる。
　任命・所属・任期
２５
動き出した労働審判制度
　労働関係に関する専門的な知識経験を有する者で、労働者又は使用者の立場で、個
別労働紛争の処理等に実際に携わった経験があり、その中で個別労働関係についての
制度、実情や慣行等の知識を身につけた者で68歳未満の者の中から最高裁判所により
任命される。特別に必要がある場合68歳以上の者も任命される場合もある。
　所属は地方裁判所で、任期は2年で、再任は可能である。
　欠格事項
　つまり労働審判員になることができない者として①禁錮以上の刑に処せられた者　
②労働関係に関する法令に違反し、罰金の刑に処せられた者　③公務員として免職の
懲戒処分を受け、当該処分の日から2年を経過しない者　④労働審判員として（ア）
職務上の義務違反（イ）中立公平な立場や信頼を損なう等の行為が認められた場合
　解任
　欠陥事項に該当した場合、その他①心身の故障で職務の執行ができない場合　②転
居、転勤、健康上の理由、③その他公職の候補者となること等申し出により最高裁判
所が認めた場合
　除斥
　労働審判員には、民事訴訟法の除斥の規定が準用される。つまり労働審判事件やそ
の当事者との間に特別な関係がある場合、その職務執行から当然に排除される。
　2．労働審判員の心構え
　中立公平性の確保
　労使それぞれの知識経験を生かすためであり、それぞれの利益を代表することが期
待されてはいない。
　秘密の保持
　労働審判委員会が評議を行うときは、安心して意見が述べられるように秘密とされ、
労働審判員の任期が満了または解任した後も、評議の秘密、知りえた人の秘密の保持
に留意しなければならない。そのため労働審判手続きは、原則非公開とされている。
　労働審判員の立場の利用禁止
①私的に紛争介入への禁止　②肩書きを利用して法律相談に応じること、取材講演依
頼に応じること　③投書投稿等をすること
　期日の優先
　迅速な手続きを進行するには、速やかな期日指定が必要になる。そのため手続きの
期日を優先的に考え、期日指定の環境を整える必要がある。
　手続きの期日が指定された後は、その期日に出頭することを最優先に考えることが
必要である。しかし台風のため交通機関が止まった、身内に不幸ができた、病気に
なった等出頭できない場合、速やかに裁判所に連絡、指示を仰がなければならない。
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　法律知識、法的試行能力の習得
　労働審判事件を処理していく中で、法律知識を身に付け、法律思考能力を高めるこ
とが大切である。
裁判所では年1回の労働審判員研修会が担当裁判官も参加して開催されている。
　チームワーク
　事件処理にあたって、積極的に意見や疑問を述べることは大切だが、その前提とし
て他の意見等に謙虚に耳を傾け、十分に理解することが必要である。
　当事者の信頼　　
　当事者から信頼を得ることが大切であり、①時間の厳守　②言葉遣い　③服装に注
意
　裁判所への報告
　①刑事事件に関して取り調べを受けたり起訴された場合　②交通法規違反、事故に
遭遇した場合等　③公職の候補者になる場合、立候補の届け日以降労働審判員として
の職務が遂行できなくなる。
Ⅷ．まとめ
　労働審判制度に先行して開始された平成13年10月の個別労働紛争解決促進法による総合
労働相談・受付件数は年々増加し、平成20年には100万件を突破した。その中での紛争調整
委員会の「あっせん」は、全国レベルで無料のあっせんを提供し、申請人である労働者また
は経営者が弁護士のサポートなくても、自分の権利を主張し、和解のための対等な交渉を実
現できるシステムとして機能してきている。
　その理由は、平成19年10月時点での委員の本務は、弁護士57.2％　大学、大学院教授
20.6％　社会保険労務士13.1％　行政経験者3.6％等の実務家の起用により紛争処理が適切
に処理され、平成20年のあっせん申請受理件数は8457件に達し、毎年その処理実績を拡大し、
労働紛争処理の重要な機能を果たしてきている。
　一方「労働審判制度」は和解できない場合はそのまま裁判訴訟に移行する新しい労働紛争
処理の制度として機能し、平成20年の受検数は2052件で、平成21年は3000件を超えそうで
ある。
　裁判では地位確認（解雇・雇止め）の紛争での金銭解決制度の導入については、2005年の
労働契約法制研究会報告から引継ぎ、解雇は職場復帰問題であり金銭解決は認められていな
い。しかし労働審判の中では、解雇問題を金銭解決で和解することが多く、労働者、経営者
ともに理解されてきている。そのことから労働審判が成果を上げ、評価されてきている理由
のひとつである。
　一方で審判を重く受け止める考えからすると、解雇が強引に金銭で解決の流れになってい
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くことも心配される。
　今後個別労働紛争の急激な増加の中で、その紛争解決方法には様々な手続きがあり、紛争
の中味によって、その紛争処理機能を充分に生かし、すみわけをしながら、手続きすること
が重要である。
　労働審判にあっては、労働審判員が経験を重ねることにより、調整機能としての調停が
もっとスムースに処理され、問題解決に導かれると考えられる。
　そのためには、個別労働紛争について、様々な制度を周知徹底させ、その問題にあった処
理を的確に進めることが大切である。
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